[パート２] 11年３月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジを）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税廃止各界連絡会
ご通行中の皆さん、消費税の増税に反対している消費税廃止各界連絡会です。いま街頭
で、消費税増税反対の宣伝と署名をおこなっています。是非、足をとめてご協力いただき
ますようにお願い致します。
　みなさん、３月11日に発生した東日本大震災は、日本での観測史上最大の巨大地震と、それにともなう大津波によって、その被害は、まさに甚大なものになっています。また、

福島の原子力発電所では、高濃度の放射能が飛散するという重大な２次被害も広がっています。
　消費税廃止各界連絡会は、この震災で犠牲になられた方々に対し、つつしんで哀悼の意を表するとともに、被災者の皆さまに心からのお見舞いを申し上げます。

　いまもっとも重要なのは、行方不明の方々の救助・捜索など、人命の救出です。また、避難所などで救助を待っている被災者への支援です。
　私ども、各界連に参加する各団体も、被災地域とも連携をして、その支援に全力をあげています。被災者支援、震災復興に向け、全国から共に支援を強めようではありませんか。

　さて、みなさん、菅首相は、６月には消費税増税案を示すとしています。
民主党政権は、財政危機だというのに、財界の要望に沿って、法人税を５％引き下げて、税収に１兆５０００億円もの大穴をあけています。また、大資産家向けには証券優遇税制の２年間延長をきめています。しかも、社会保障のためだと声だかに主張していますが、医療も介護も年金も、待ち構えているのは負担増ばかりです。

　社会保障を削り、大企業や大資産家には減税、そのツケを消費税増税で庶民にまわすなど、とんでもありません。

国民の暮らしと地域経済は厳しさを増しています。とりわけ、多大な被害を受けた東日本では、地域経済が大打撃を被っており、その復興には多くの困難が予想されます。
消費税の増税は、今回の震災支援と被災地域の復興にも逆行するものです。また、日本経済が停滞しているなかでの増税は、すべての国民の暮らしを未曾有の危機に陥れます。
日本には財政再建や社会保障拡充のための財源はあります。軍事費や政党助成金をはじめとした無駄にメスを入れれば数兆円から10兆円規模の財源がうまれます。税金の使い道の優先順位を変えて、社会保障を優先し、さらに震災対策や災害復旧に振り向けることが重要になっています。米軍への思いやり予算を、被災対策に投入するなど、米軍にではなく、被災地・被災住民への思いやりこそ求められています。
トヨタをはじめとした大企業には、リストラや中小企業の下請イジメで、経営者でさえ「使う場所がない」というほど潤沢な手元資金が溜め込まれています。ほんの一部を賃上げや設備投資、中小企業への単価引き上げなどに還元すれば、内需を増やして、日本経済を健全な回復軌道に乗せ、税収増にもつながります。また、大企業の社会的責任として、内部留保の１％でもとり崩して、被災救援に充てることこそ、いま求められているのではないでしょうか。
　みなさん、大震災で国全体が元気をなくし、経済的にも疲弊しています。こんなときこそ、内需を拡大し、国民のふところを直接あたためる政策が重要です。いまこそ消費税の増税はやめて、暮らし、福祉を優先せよの声を大きく上げようではありませんか。
